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上場会社名 平和不動産株式会社 上場取引所 東・大・名・福・札

コード番号 8803 本社所在都道府県 東京都

(URL　http://www.heiwa-net.co.jp/)

代　　表　　者　役職名 取締役社長 氏名　金原　策太郎

問合せ先責任者　役職名 専務取締役 氏名　髙橋　宏普 ＴＥＬ　　（03）3666－0181

中間決算取締役会開催日 平成18年10月30日 配当支払開始日 平成18年12月1日

単元株制度採用の有無 有（１単元　500株）   

１．平成18年9月中間期の業績（平成18年4月1日～平成18年9月30日）

(1）経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年9月中間期 9,395 △6.5 3,724 5.0 3,106 0.7

17年9月中間期 10,048 31.8 3,546 19.5 3,085 42.1

18年3月期 34,975 8,365 7,424

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期 1,835 19.0 12 94

17年9月中間期 1,542 23.1 13 82

18年3月期 4,134 34 12

（注）①期中平均株式数 18年9月中間期 141,808,371株 17年9月中間期 111,514,720株 18年3月期 119,637,599株

②会計処理の方法の変更 有

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）財政状態　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期 199,681 62,429 31.3 440 05

17年9月中間期 175,890 42,750 24.3 383 51

18年3月期 185,130 61,675 33.3 434 84

（注）①期末発行済株式数 18年9月中間期 141,866,995株 17年9月中間期 111,468,625株 18年3月期 141,710,935株

②期末自己株式数 18年9月中間期 440,072株 17年9月中間期 296,117株 18年3月期 386,184株

２．平成19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　期 27,514 6,833 4,032

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　28円46銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

18年3月期 － 4.5 － 5.5 － 10.0

19年3月期（実績） － 5.0 － － －  

19年3月期（予想） － － － 5.0 － 10.0

（注）18年9月中間期末配当金の内訳　記念配当　－円－銭　特別配当　－円－銭

※　業績予想につきましては、現時点において合理的と判断するデータに基づいて作成しており、様々な不確定要素が内

在しているため、実際の業績は予想数値と異なる可能性があります。
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５．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前事業年度

要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

対前期比
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
（百万円）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ　流動資産            

１　現金および預
金

 1,739   934   △804 900   

２　営業未収入金  122   197   74 159   

３　有価証券  701   1,211   510 2,857   

４　販売用不動産  181   34   △147 1,172   

５　販売用不動産
仮勘定

※３ 12,817   17,358   4,540 9,448   

６　不動産信託受
益権

 －   2,585   2,585 －   

７　短期貸付金  126   124   △2 135   

８　その他  1,398   1,215   △183 1,634   

貸倒引当金  △7   △20   △13 △4   

流動資産合計   17,081 9.2  23,641 11.8 6,560  16,304 9.3

Ⅱ　固定資産            

１　有形固定資産 ※１           

建物設備 ※３ 71,748   73,252   1,504 68,603   

土地
※２
※３

76,685   82,640   5,954 70,226   

建設仮勘定  205   368   162 190   

その他  1,734   1,617   △116 1,572   

有形固定資産
合計

  150,374 81.2  157,880 79.1 7,505  140,593 79.9

２　無形固定資産            

借地権  3,715   3,715   － 3,678   

その他  50   50   △0 55   

無形固定資産
合計

  3,766 2.1  3,766 1.9 △0  3,734 2.1

３　投資その他の
資産

           

従業員長期貸
付金

 8   7   △1 8   

その他  13,900   14,395   495 15,249   

貸倒引当金  △0   △9   △9 △0   

投資その他の
資産合計

  13,909 7.5  14,393 7.2 484  15,258 8.7

固定資産合計   168,049 90.8  176,040 88.2 7,990  159,586 90.7

資産合計   185,130 100.0  199,681 100.0 14,550  175,890 100.0
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前事業年度

要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

対前期比
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
（百万円）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ　流動負債            

１　支払手形  56   －   △56 －   

２　営業未払金  1,381   451   △929 106   

３　１年以内に償
還予定の普通
社債

 20,000   －   △20,000 20,000   

４　短期借入金  6,300   17,300   11,000 13,300   

５　１年以内に返
済予定の長期
借入金

※３ 3,964   10,232   6,268 13,064   

６　未払法人税等  2,789   1,162   △1,626 1,265   

７　役員賞与引当
金 

 －   24   24 －   

８　賞与引当金  182   183   1 173   

９　その他 ※４ 1,733   1,675   △58 2,591   

流動負債合計   36,408 19.7  31,029 15.5 △5,378  50,501 28.7

Ⅱ　固定負債            

１　社債  30,000   50,000   20,000 30,000   

２　新株予約権付
社債

 3,474   3,377   △97 9,998   

３　長期借入金 ※３ 27,785   26,185   △1,600 18,407   

４　保証金 ※３ 4,352   4,441   89 4,424   

５　敷金 ※３ 15,689   16,713   1,023 14,708   

６　繰延税金負債  748   526   △222 453   

７　再評価に係る
繰延税金負債

※２ 4,338   4,338   － 3,936   

８　退職慰労引当
金

 317   346   29 286   

９　退職給付引当
金

 340   293   △47 423   

固定負債合計   87,047 47.0  106,222 53.2 19,175  82,638 47.0

負債合計   123,455 66.7  137,251 68.7 13,796  133,140 75.7

            

（資本の部）            

Ⅰ　資本金   14,086 7.6  － － △14,086  5,815 3.3

Ⅱ　資本剰余金            

１　資本準備金  12,314   －   △12,314 4,062   

資本剰余金合
計

  12,314 6.7  － － △12,314  4,062 2.3

Ⅲ　利益剰余金            

１　利益準備金  1,453   －   △1,453 1,453   

２　任意積立金  21,624   －   △21,624 21,624   

３　中間（当期）
未処分利益

 5,266   －   △5,266 3,761   

利益剰余金合
計

  28,345 15.3  － － △28,345  26,840 15.3

－ 3 －



  
前事業年度

要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

対前期比
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
（百万円）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅳ　土地再評価差額
金

※２  6,323 3.4  － － △6,323  5,737 3.3

Ⅴ　その他有価証券
評価差額金

  803 0.4  － － △803  418 0.2

Ⅵ　自己株式   △199 △0.1  － － 199  △124 △0.1

資本合計   61,675 33.3  － － △61,675  42,750 24.3

負債・資本合計   185,130 100.0  － － △185,130  175,890 100.0

（純資産の部）   

Ⅰ　株主資本         

１　資本金  － － 14,135 7.1 14,135 － －

２　資本剰余金   

(1）資本準備金  － 12,362 12,362 －

資本剰余金合
計

 － － 12,362 6.2 12,362 － －

３　利益剰余金   

(1）利益準備金  － 1,453 1,453 －

(2）その他利益
剰余金

     

固定資産圧
縮積立金

 － 1,312 1,312 －

固定資産特別
償却準備金

 － 100 100 －

研究開発積
立金

 － 30 30 －

別途積立金  － 23,115 23,115 －

繰越利益剰
余金

 － 3,337 3,337 －

利益剰余金合
計

 － － 29,349 14.7 29,349 － －

４　自己株式  － － △235 △0.1 △235 － －

株主資本合計  － － 55,611 27.9 55,611 － －

Ⅱ　評価・換算差額
等

        

１　その他有価証
券評価差額金

 － － 494 0.2 494 － －

２　土地再評価差
額金

※２ － － 6,323 3.2 6,323 － －

評価・換算差額
等合計

 － － 6,818 3.4 6,818 － －

純資産合計  － － 62,429 31.3 62,429 － －

負債純資産合計  － － 199,681 100.0 199,681 － －
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度
要約損益計算書

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
（百万円）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益   10,048 100.0  9,395 100.0 △653  34,975 100.0

Ⅱ　売上原価   5,493 54.7  4,483 47.7 △1,010  23,330 66.7

売上総利益   4,554 45.3  4,912 52.3 357  11,644 33.3

Ⅲ　販売費および一
般管理費

  1,007 10.0  1,187 12.7 179  3,278 9.4

営業利益   3,546 35.3  3,724 39.6 177  8,365 23.9

Ⅳ　営業外収益 ※１  318 3.2  195 2.1 △122  495 1.4

Ⅴ　営業外費用 ※２  780 7.8  813 8.6 33  1,436 4.1

経常利益   3,085 30.7  3,106 33.1 21  7,424 21.2

Ⅵ　特別利益   4 0.1  － － △4  117 0.3

Ⅶ　特別損失
※３
※４

 462 4.6  － － △462  539 1.5

税引前中間（当
期）純利益

  2,627 26.2  3,106 33.1 478  7,002 20.0

法人税、住民税
および事業税

 1,232   1,139    2,706   

法人税等調整額  △146 1,085 10.8 131 1,271 13.6 185 161 2,867 8.2

中間（当期）純
利益

  1,542 15.3  1,835 19.5 293  4,134 11.8

前期繰越利益   2,636   －  －  2,636  

土地再評価差額
金取崩額

  △416   －  －  △1,002  

中間配当額   －   －  －  501  

中間(当期)未処
分利益

  3,761   －  －  5,266  
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(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年4月1日　至平成18年9月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

固定資産
圧縮
積立金

固定資産
特別償却
準備金

研究
開発

積立金 

別途
積立金

繰越利益
剰余金 

平成18年3月31日　

残高

（百万円）

14,086 12,314 12,314 1,453 1,365 114 30 20,115 5,266 28,345 △199 54,547

中間会計期間中の変

動額

新株の発行 48 48 48       －  96

剰余金の配当

（注1）
  －      △779 △779  △779

役員賞与

（注1）
  －      △52 △52  △52

固定資産圧縮積立

金の取崩し

（注2）

  －  △52    52 －  －

固定資産特別償却

準備金の積立て

（注3）

  －   17   △17 －  －

固定資産特別償却

準備金の取崩し 

（注3）

  －   △31   31 －  －

別途積立金の積立

て（注1）
  －     3,000 △3,000 －  －

自己株式の取得   －       － △36 △36

中間純利益   －      1,835 1,835  1,835

株主資本以外の項

目の中間会計期間

中の変動額（純

額）

 

  －       －  －

中間会計期間中の変

動額合計

（百万円）

48 48 48 － △52 △14 － 3,000 △1,929 1,003 △36 1,063

平成18年9月30日　

残高

（百万円）

14,135 12,362 12,362 1,453 1,312 100 30 23,115 3,337 29,349 △235 55,611
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価

差額金
土地再評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年3月31日　

残高

 （百万円）

803 6,323 7,127 61,675

中間会計期間中の変

動額

新株の発行   － 96

剰余金の配当

（注1）
  － △779

役員賞与

（注1）
  － △52

固定資産圧縮積

立金の取崩し

（注2）

  － －

固定資産特別償

却準備金の積立

て（注3） 

  － －

固定資産特別償

却準備金の取崩

し（注3）

  － －

別途積立金の積

立て（注1）
  － －

自己株式の取得   － △36

中間純利益   － 1,835

株主資本以外の項

目の中間会計期間

中の変動額（純

額）

 

△309  △309 △309

中間会計期間中の変

動額合計

（百万円）

△309 － △309 754

平成18年9月30日　

残高

（百万円）

494 6,323 6,818 62,429

 （注1）　平成18年６月の株主総会における利益処分項目であります。

 （注2）　固定資産圧縮積立金の取崩しによる減少額52百万円のうち35百万円は、平成18年６月の株主総会における利益

処分項目であります。

 （注3）　固定資産特別償却準備金の積立てによる増加額17百万円のうち12百万円、および取崩しによる減少額31百万円

のうち20百万円は、平成18年６月の株主総会における利益処分項目であります。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１　資産の評価基準および評

価方法

有価証券

満期保有目的債券

償却原価法（定額法）を採用し

ております。

有価証券

満期保有目的債券

同左

有価証券

満期保有目的債券

同左

 子会社株式および関連会社株式

総平均法による原価法を採用し

ております。

子会社株式および関連会社株式

同左

子会社株式および関連会社株式

同左

 その他有価証券

ａ　時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は主として移動平均法

により算出。）を採用してお

ります。

その他有価証券

ａ　時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は主として移動平均

法により算出。）を採用して

おります。

その他有価証券

ａ　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は主として移動平均法によ

り算出。）を採用しておりま

す。

 ｂ　時価のないもの

総平均法による原価法を採用

しております。

ｂ　時価のないもの

同左

ｂ　時価のないもの

同左

たな卸資産

総平均法による原価法を採用して

おります。

たな卸資産

同左

たな卸資産

同左

２　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産…定率法を採用してお

ります。ただし、東京証券取引所

ビルほか２棟のビルおよび平成10

年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く。）につい

ては、定額法を採用しております。

主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物設備および構築物　８～50年

機械装置および運搬具　６～15年

器具備品　　　　　　　５～15年

なお、取得価額10万円以上20万円

未満の少額減価償却資産について

は、３年間で均等償却する方法に

よっております。

有形固定資産…同左 有形固定資産…同左

 無形固定資産…定額法を採用してお

ります。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。

無形固定資産…同左 無形固定資産…同左

３　繰延資産の処理方法 社債発行費

支払時に全額費用処理しておりま

す。

社債発行費

同左

社債発行費

同左

４　引当金の計上基準 貸倒引当金

営業未収入金・貸付金等の債権の

貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上して

おります。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

  役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づ

き当中間会計期間に見合う額を計

上しております。

（会計方針の変更）

当中間会計期間より「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準

委員会　平成17年11月29日 企業

会計基準第４号）を適用しており

ます。

この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益および税引前

中間純利益が、24百万円減少して

おります。

 

 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額に基づき計上しており

ます。

賞与引当金

同左

賞与引当金

同左

 退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、当社役員退職慰労金規程に

基づく中間期末要支給額を計上し

ております。

退職慰労引当金

同左

退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、当社役員退職慰労金規程に

基づく期末要支給額を計上してお

ります。

 退職給付引当金

従業員および年金受給者の退職給

付に備えるため、当中間期末にお

ける退職給付債務から年金資産の

公正な評価額を控除した額を計上

しております。

退職給付引当金

同左

退職給付引当金

従業員および年金受給者の退職給

付に備えるため、当期末における

退職給付債務から年金資産の公正

な評価額を控除した額を計上して

おります。

５　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

同左 同左

６　ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法

金利スワップについて、特例処理

の要件を満たしておりますので、

特例処理を採用しております。

①ヘッジ会計の方法

同左

①ヘッジ会計の方法

同左

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップ取引を行っ

ております。

③ヘッジ方針

同左

③ヘッジ方針

同左

 ④ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を

満たしておりますので中間決算日

における有効性の評価を省略して

おります。

④ヘッジの有効性評価の方法

同左

④ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を

満たしておりますので決算日にお

ける有効性の評価を省略しており

ます。

７　その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理について

税抜方式によっており、控除対象

外消費税等は、当中間期の費用と

して処理しております。

消費税等の会計処理について

同左

消費税等の会計処理について

税抜方式によっており、控除対象

外消費税等は、当期の費用として

処理しております。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年8月9

日））および「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第6号　平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税引

前中間純利益は392百万円減少してお

ります。

なお、減損損失累計額については、改

正後の中間財務諸表等規則に基づき各

資産の金額から直接控除しております。

　────── （固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成14年8月9日））お

よび「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針

第6号　平成15年10月31日）を適用し

ております。これにより税引前当期純

利益は392百万円減少しております。

なお、減損損失累計額については、改

正後の財務諸表等規則に基づき各資産

の金額から直接控除しております。

　────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等）

当中間会計期間より「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準第５号）および

「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会　平成17年12月９日　企

業会計基準適用指針第８号）を適用し

ております。

これによる損益に与える影響はありま

せん。

また、従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は62,429百万円でありま

す。

なお、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、中

間財務諸表等規則の改正に伴い、改正

後の中間財務諸表等規則により作成し

ております。

　──────

　────── （自己株式および準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正）

当中間会計期間より、改正後の「自己

株式及び準備金の額の減少等に関する

会計基準」（企業会計基準委員会　最

終改正平成18年８月11日　企業会計基

準第１号）および「自己株式及び準備

金の額の減少等に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会　最終

改正平成18年８月11日　企業会計基準

適用指針第２号）を適用しておりま

す。

これによる損益に与える影響はありま

せん。

なお、中間財務諸表等規則の改正に伴

　──────
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

う中間貸借対照表の表示に関する変更

は以下のとおりであります。

前中間会計期間において資本に対する

控除項目として「資本の部」の末尾に

表示しておりました「自己株式」は、

当中間会計期間より「株主資本」に対

する控除項目として「株主資本」の末

尾に表示しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度末
（平成18年３月31日）

１※１　有形固定資産減価償却累計額

      41,728百万円

１※１　有形固定資産減価償却累計額

            45,775百万円

１※１　有形固定資産減価償却累計額

            43,724百万円

２　保証債務

銀行借入に対し、次のとおり保証を行っ

ております。

２　保証債務

銀行借入に対し、次のとおり保証を行っ

ております。

２　保証債務

銀行借入に対し、次のとおり保証を行っ

ております。

子会社  

平和ヘルスケア㈱    170百万円

その他  

平和不動産㈱職員向住

宅融資利用者
   426百万円

計    596百万円

子会社および関連会社  

平和ヘルスケア㈱       170百万円

その他  

平和不動産㈱職員向住

宅融資利用者
      526百万円

計       696百万円

子会社および関連会社  

平和ヘルスケア㈱       200百万円

その他  

平和不動産㈱職員向住

宅融資利用者
      580百万円

計       780百万円

３※２　「土地の再評価に関する法律」（平

成10年３月31日公布法律第34号）お

よび「土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律」（平成13年３

月31日公布法律第19号）に基づき、

事業用の土地の再評価を行っており、

当該評価差額に係る税金相当分を「再

評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金

額を「土地再評価差額金」として資

本の部に計上しております。

３※２　　　　　　同左 ３※２　　　　　　同左

同法律第３条第３項に

定める再評価の方法

「土地の再評価に関

する法律施行令」

（平成10年３月31日

公布政令第119号）

第２条第４号に定め

る地価税法第16条に

規定する地価税の課

税価格の計算の基礎

となる土地の価額を

算定するために国税

庁長官が定めて公表

した方法により算定

した価額に、合理的

な調整を行って算出

しております。

同法律第３条第３項に

定める再評価の方法

同左 同法律第３条第３項に

定める再評価の方法

同左

再評価を行った年月日 平成13年３月31日 再評価を行った年月日 同左 再評価を行った年月日 同左

再評価を行った土地の

当期末における時価と

再評価後の帳簿価額と

の差額

      11,710百万円
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前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度末
（平成18年３月31日）

４※３　担保に供している資産ならびに担保

付債務

４※３　担保に供している資産ならびに担保

付債務

４※３　担保に供している資産ならびに担保

付債務

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産

土地   27,342百万円

建物設備   13,425百万円

合計   40,768百万円

販売用不動産仮勘定    3,314百万円

建物設備   12,680百万円

土地   27,363百万円

合計   43,357百万円

土地   27,342百万円

建物設備   13,030百万円

合計   40,372百万円

(2）担保付債務 (2）担保付債務 (2）担保付債務

長期借入金    5,432百万円

１年以内に返済予定

の長期借入金
   9,864百万円

保証金    3,405百万円

敷金    2,293百万円

合計   20,995百万円

１年以内に返済予定

の長期借入金
   5,872百万円

長期借入金   10,020百万円

保証金    3,405百万円

敷金    2,293百万円

合計   21,591百万円

長期借入金   12,340百万円

１年以内に返済予定

の長期借入金
     704百万円

保証金    3,405百万円

敷金    2,293百万円

合計   18,743百万円

５※４　消費税等の取扱い

仮払消費税等および仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含めて

表示しております。

５※４　消費税等の取扱い

同左

─────
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１※１　営業外収益の主要項目 １※１　営業外収益の主要項目 １※１　営業外収益の主要項目

受取利息  0百万円

受取配当金   177百万円

出資分配益  41百万円

受取利息   3百万円

受取配当金      110百万円

出資分配益    23百万円

受取利息   0百万円

受取配当金    227百万円

出資分配益    105百万円

２※２　営業外費用の主要項目 ２※２　営業外費用の主要項目 ２※２　営業外費用の主要項目

支払利息    336百万円

社債利息    345百万円

支払利息      350百万円

社債利息      358百万円

支払利息      643百万円

社債利息      663百万円

  ３※３　特別損失の主要項目

固定資産売却損  

蛎殻町平和ビル土

地建物

     60百万円

計      60百万円

３※３　特別損失の主要項目  

固定資産除却損  

建物設備   59百万円

器具備品  9百万円

減損損失  392百万円

計   462百万円

固定資産除却損  

建物設備     66百万円

器具備品他   19百万円

計     86百万円

 

減損損失   392百万円

     

４※４　減損損失

当中間会計期間において、当社は以

下の資産グループについて減損損失

を計上しております。

主な用途 種類 場所

賃貸資産その

他（計４か

所）

土地 
千葉県我孫子

市他 

当社は、他の資産または資産グルー

プのキャッシュ・フローから概ね独

立したキャッシュ・フローを生み出

す最小の単位に拠って資産のグルー

ピングを行っております。

その結果、当中間会計期間において、

地価の下落に伴い帳簿価額に対して

著しく時価が下落している資産グルー

プなど4件について帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（392百万円）として特別損失

に計上しております。

なお、当資産グループの回収可能価

額は正味売却価額あるいは使用価値

により測定しております。

正味売却価額は不動産鑑定評価基準

に基づく評価額を基準としておりま

す。また、使用価値は、将来キャッ

シュ・フローを5％で割り引いて算定

しております。

４※４　減損損失

当事業年度において、当社は以下の

資産グループについて減損損失を計

上しております。

主な用途 種類 場所

賃貸資産その

他（計４か

所）

土地 
千葉県我孫子

市他 

当社は、他の資産または資産グルー

プのキャッシュ・フローから概ね独

立したキャッシュ・フローを生み出

す最小の単位に拠って資産のグルー

ピングを行っております。

その結果、当事業年度において、地

価の下落に伴い帳簿価額に対して著

しく時価が下落している資産グルー

プなど4件について帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（392百万円）として特別損失

に計上しております。

なお、当資産グループの回収可能価

額は正味売却価額あるいは使用価値

により測定しております。

正味売却価額は不動産鑑定評価基準

に基づく評価額を基準としておりま

す。また、使用価値は、将来キャッ

シュ・フローを5％で割り引いて算定

しております。

５　減価償却実施額 ３　減価償却実施額 ５　減価償却実施額

有形固定資産    1,999百万円

無形固定資産   5百万円

有形固定資産    2,051百万円

無形固定資産    4百万円

有形固定資産    4,085百万円

無形固定資産     10百万円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

自己株式の種類および株式数に関する事項

前事業年度末
株式数（株）

当中間会計期間
増加株式数（株）

当中間会計期間
減少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

普通株式（注） 386,184 53,888 － 440,072

合計 386,184 53,888 － 440,072

 （注）　普通株式の自己株式の株式数の増加53,888株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

（税効果会計関係）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　中間会計期間に係る法人税等および法人税

等調整額は、当期において予定しております

利益処分による圧縮積立金および特別償却準

備金の取崩しを前提として、当中間会計期間

に係る金額を計算しております。

───── ─────
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①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額お

よび中間期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額お

よび中間期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額お

よび期末残高相当額

 器具備品

取得価額相当額   62百万円

減価償却累計額相当額   36百万円

中間期末残高相当額   25百万円

 器具備品

取得価額相当額     70百万円

減価償却累計額相当額     41百万円

中間期末残高相当額     28百万円

 器具備品

取得価額相当額     67百万円

減価償却累計額相当額     43百万円

期末残高相当額     24百万円

なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

同左 なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

２　未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

２　未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

２　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年以内  9百万円

１年超   15百万円

計   25百万円

１年以内   12百万円

１年超     16百万円

計     28百万円

１年以内     10百万円

１年超     14百万円

計     24百万円

なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

同左 なお、未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額および減損損失

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額および減損損失

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額および減損損失

支払リース料  5百万円

減価償却費相当額  5百万円

支払リース料   6百万円

減価償却費相当額   6百万円

支払リース料     11百万円

減価償却費相当額     11百万円

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。

（減損損失について）

　　　　　　　同左

（減損損失について）

　　　　　　　同左　

②　有価証券

　前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で時価

のあるものはありません。
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（１株当たり情報）

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額

（円）
383.51 440.05 434.84

１株当たり中間（当期）

純利益金額（円）
13.82 12.94 34.12

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額（円）

11.58 12.30 28.84

 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円）：① 1,542 1,835 4,134

普通株主に帰属しない金額（百万

円）：②
－ － 52

（うち利益処分による役員賞与）

（百万円）
(－) (－) (52)

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円）：①－②
1,542 1,835 4,082

普通株式の期中平均株式数（株） 111,514,720 141,808,371 119,637,599

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － －

普通株式増加数（株） 21,642,496 7,396,103 21,887,821

（うち新株予約権（株）） (21,642,496) (7,396,103) (21,887,821)

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要

－ － －
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　平成17年10月7日開催の取締役会に

おいて、第６回無担保転換社債型新株

予約権付社債（転換社債型新株予約権

付社債間限定同順位特約付）の発行を

決議いたしました。なお、詳細につい

ては、中間決算短信（連結）における

（重要な後発事象）に記載のとおりで

あります。

該当事項はありません。 該当事項はありません。
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